
抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　中長期的な経営の基本計画である聖籠町下水道事業経営戦略（平成30年度から令和10年度まで）を策定しており、見直
しを含め計画に基づいた運営をしているため。
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団体名 業種名 事業名 施設名

聖籠町 下水道事業 公共下水道

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

聖籠町 下水道事業 特定環境保全公共下水道
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事業廃止
民営化・
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への移行

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　中長期的な経営の基本計画である聖籠町下水道事業経営戦略（平成30年度から令和10年度まで）を策定しており、見直
しを含め計画に基づいた運営をしているため。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　安定的に事業を継続していくための中長期的な基本計画である「聖籠町水道事業経営戦略（2019年度～2029年度）」、
中長期的な具体的取組み方策を示す「聖籠町水道事業ビジョン（2020年度～2029年度）」を策定し、見直しを含めた計画に
沿って事業運営をしているため。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

広域化等
民間活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

聖籠町 水道事業  

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額内訳）

（取組の効果額）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止
● ⑥その他

効果額未算定

百万円(年)

年 月 日

実施予定
 ③事業目的の完了

 

令和

●  
5 3 31

 ①診療所化・介護施設化

●

取組事項 事業廃止

実施済 ●
全部廃止 一部廃止　町のデイサービスセンターは

介護が必要な老人に向け、町
がサービス提供を開始し、サー
ビス提供事業者が少なかった
ことから住民福祉の向上のた
めに事業を継続してきた。しか
し、近年はサービス提供事業者
として民間事業者の参入が進
み、町デイサービスセンターの
稼働率も低下傾向であった。ま
た、介護人材が不足する状況
が続いており、サービス提供体
制の維持に苦労する状況が発
生していることから、事業の廃
止に至った。

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用
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団体名 業種名 事業名 施設名

聖籠町 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 聖籠町デイサービスセンター

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和4年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


